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ごあいさつ

海洋政策研究所では、わが国の海洋の諸問題への総合的・横断的な取組みに資するこ

とを目指し、『海洋白書』を2004年に創刊し、それ以降、毎年刊行してきました。また、

2018年には初めての英語版となる『White Paper on the Oceans and Ocean Policy in

Japan』を刊行しました。それ以降は、英語版をあわせて刊行することにより、わが国

の取組みを国際社会に発信する架け橋となることを、そして国際的な海洋政策の促進に

資することを目指しています。

海洋の持続可能な利用に関する国際的な議論は、法秩序の柱としては1994年に発効し

た国連海洋法条約のもと、政策の柱としては1992年のリオ地球サミットのアジェンダ21

から始まる持続可能な開発のための包括的な行動計画のもとで行われてきました。リオ

地球サミットを受けて、国連気候変動枠組条約や生物多様性条約のような仕組みもでき

ましたが、2010年頃までは、国際社会での海洋に関する議論は水産や海運といったセク

ター別のものが主流で、包括的な議論はまだまだ限定的なものでした。

これに対して2012年～2015年に大きな転機がありました。2012年の国連持続可能な開

発会議（リオ＋20）を契機に、国連持続可能な開発目標（SDGs）に関する議論が活発

化されました。そして2015年に、SDG14（海洋）を含む SDGsが決定されました。ま

た、パリ協定が合意されたことなども受けて、海洋に関する議論が盛り上がりを見せま

した。これらの流れのなかで「私たちの海洋会議（OOC）」（2014年開始）や「国連海

洋会議」（2017年開始）といった包括的な議論の場が形成されてきました。

2020年は海洋分野にとってこれまでにない1年となります。3年に1度行われる国連

海洋会議と、2年に1度行われる生物多様性条約締約国会議（CBD―COP）が重なる年

となります。とりわけ CBD―COP15は、2010年の CBD―COP10で採択された愛知目標の

後継となる2030年までの目標（ポスト愛知目標）を決める10年に1度の機会となります。

国連気候変動枠組条約でも昨年12月に開催された第25回締約国会議（COP25）におい

て、海洋と気候のつながりが COP決定に初めて言及されました。サンゴ白化現象など



に見られるように、気候変動と海洋生物多様性は密接に関係する海洋の持続可能性に関

する課題です。そして、2020年に開催される国連海洋会議（6月）と CBD―COP15（10

月）、COP26（11月）を一連のものとして捉え、国際的な海洋分野の議論において、2020

年を海洋のスーパーイヤーとも呼ぶようになりました。

さらに、第7回目となる「私たちの海洋会議」が日本とも関係が深いパラオで8月に

開催され、第3回北極科学大臣会合が11月に初めて東京で開催されます。昨年の G20大

阪では海洋プラスチック問題が議論され、「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共

有されたことは記憶に新しいと思います。昨年に引き続き、海洋分野におけるわが国の

積極的な貢献が期待されています。

これらの動きは、裏を返せば、海洋の持続可能な利用の問題は、世界的に待ったなし

の状況になっていることを示しており、『海洋白書2020』でも、このような国内外の動

向に注目し、わかりやすく掲載するようにしました。

新型コロナウイルス感染症の影響から延期となりましたが、2020年のわが国はまた、

オリンピック・パラリンピックイヤーでもありました。海洋に関連したものとして、セー

リングやサーフィン、トライアスロンなどの競技があります。これらに共通する点とし

て、屋外の自然と直に向き合う競技ということが挙げられます。すなわち、トライアス

ロン会場となるお台場の水質問題、サーフィン会場となる九十九里浜の海岸浸食の問題、

海岸の漂着ごみ問題などさまざまな問題を、東京2020大会を通して垣間見ることができ

ます。そこで『海洋白書2020』では、「2020年東京大会から海のレガシーを」と題した

巻頭特集や、コラム、図解を通して、各競技について示すとともに、このようなわが国

の海の問題についても紹介するようにしました。

人類共通の財産である美しく豊かな海を子孫に継承していくためには、さまざまなス

テークホルダー、すなわち、各国の中央・地方政府、国際機関だけでなく、市民社会、

ビジネス・民間セクター、科学・学術界などすべての人びとの参画・協働と、横断的な

取組みが求められています。『海洋白書2020』が、国民の海洋に対する関心を喚起し、

海洋を愛し、海洋について考え、取り組む多くの人びとに最新の情報・知識と示唆を提

供することができればこれに勝る喜びはありません。

2020年3月

笹川平和財団海洋政策研究所 所長 角南 篤
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